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　伊方原発３号機は南海トラフ巨大地震の激しい揺れ
に耐えられるのか？この問題に答えるためには、まず
南海トラフ巨大地震の規模についての理解が欠かせま
せん。政府は同地震の規模を最大 M９と想定してい
ます。M９の地震は地球上で観測史上過去６回発生し
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図１ 【画像引用】内閣府「みんなで減災」より
※②がアリューシャン地震

【引用出典】2016年5月24日海上保安庁プレスリリース
「海底地殻変動観測から推定された南海トラフ全域のひずみ蓄積の分布」
（原発の位置は伊方原発広島裁判事務局による加筆）

ています。大きい順に並べるとチリ地震（１
９６０年）、アラスカ地震（１９６４年）、ア
リューシャン地震（１９５７年）、東北地方
太平洋沖地震（２０１１年）、スマトラ沖地
震（２００４年）、カムチャツカ地震（１９
５２年）の６つです（図１参照）。
　言い換えれば M９の地震とは、地球規模
の超巨大地震なのです。このことを押さえて
おくことは非常に重要です。
　次にこの地震の想定震源域を見ておきま
しょう。政府の想定によれば、図２のように
非常に広い範囲のどこかで地震が発生する、
としています。大きな特徴は日本列島に沿っ
て極めて陸地に近いところで発生する、と予
測されている点です。この想定震源域内に伊
方原発があります。このことを十分頭のなか
に入れておいてください。

【背景引用】内閣府　防災情報ページ
南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ報告書概要
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　ところが同巨大地震の想定震源域内にただ一基、原発が運転中であることは意外と知られ　ところが同巨大地震の想定震源域内にただ一基、原発が運転中であることは意外と知られ
ていません。この原発は四国電力伊方原発３号機（加圧水型、電気出力８９万 kW）です。ていません。この原発は四国電力伊方原発３号機（加圧水型、電気出力８９万 kW）です。
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【背景引用】内閣府　防災情報ページ
広報リーフレット「南海トラフ地震―その時の備え―」

南海トラフ巨大地震と
伊方原発の危険
　地震列島日本のなかでも、特に国を挙げて警戒されている地震が「南海トラフ巨大地震」
です。政府によっても、かなり高い確率で同地震の発生が予測されています。地震の規模は
マグニチュード９クラス、その被害は、２０１１年の東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）
の約１０倍規模（死者数）であり、経済的被害は、東日本大震災では最大２５兆円（ただし
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　ところが同巨大地震の想定震源域内にただ一基、原発が運転中であることは意外と知られ
ていません。この原発は四国電力伊方原発３号機（加圧水型、電気出力８９万 kW）です。
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られないとすれば何が起こるのでしょうか。もし南海トラフ巨大地震との複合災害で伊方原
発３号機が福島原発事故のような原発事故を起こす可能性があるならば、その運転を止めて
おくことこそ最大の防災・減災措置だと思います。みなさんはいかがお考えでしょうか。
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国立研究開発法人防災科学技術研究所　
強震観測網K-NET,KiK-net のデータを
参照して伊方原発広島裁判事務局が作図

2011年 3月東北地方太平洋沖地震
（東日本大震災）で1000ガル以上の
揺れ（地震動）を記録した観測点

2011年 3月東北地方太平洋沖地震（東日
本大震災）で1000ガル以上の揺れ（地震動）
を記録した観測点
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「ガル」は地震による揺れの
大きさの科学的指標
　さてここで「ガル（gal）」について説明しておき
ます。地震による揺れ（地震動）は、気象庁による「震度」
が一般的に使われていますが、「震度」は地震による揺
れ、すなわち地震動による被害の大きさを等級化した
もので、厳密には科学的概念ではありません。地震動
を表す科学的指標は「ガル」（gal）です。ガルは加速
度の単位ですが、原発の耐震基準の指標や、地震動の
科学的な指標としても幅広く使われています。特に気
象庁震度は震度７が最大等級なので、１５００ガル以
上の揺れはすべて震度７でまとめられてしまい、地震
による大きな揺れをなかなか区別しにくいのが現実で
す。従って以下「ガル」という指標を使って説明を進
めます（なおガルと気象庁震度の対応は表１を参照してください）。

伊方原発が耐えられるのは
最大６５０ガルの揺れ

前ページから続き

２０１１年の東北地方太平洋沖地震は南海トラフ巨
大地震の規模とほぼ同等の M９です。最大の違いは、
東北地方太平洋沖地震の震央はそれでも陸地から最短
１２１ｋｍも離れていました。しかし南海トラフ巨大
地震はどこで発生するにせよ、はるかに陸地に近いと
ころで発生すると想定されています。言い換えれば、
その被害の規模は桁違いに大きいということです。政
府が躍起になって、同地震に対する注意を喚起し、で
きるだけ被害を小さくしようと様々な防災・減災対策
を講じようとするのも当然でしょう。いったん発生す
れば陸地の極めて広い範囲で１０００ガル以上の地震
の揺れ（地震動）に見舞われることは容易に想像がつ
くでしょう。それは図３・表２で東北地方太平洋沖地
震において極めて広い範囲で１０００ガル以上の揺れ
が発生したことを考えれば、なにも専門家でなくても
容易に推測のつくことです。

震度４
震度５弱
震度５強
震度６弱
震度６強
震度７

最大加速度（ガル )震度等級 最大加速度（ガル )級

（国土交通省　国土技術政策総合研究所）
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（国土交通省 国土技術政策総合研究所）
震度、最大加速度の概略の対応表表１

　次に伊方原発はいったいどれくらいの揺れに耐えら
れるように設計されているのかを考えてみる必要があ
ります。伊方原発は原子力規制委員会の規制基準適合
性審査に合格した原発です。その審査では最大６５０
ガルの揺れに耐えられるとして合格をしています。原
発が耐えられる最大最強の地震動のことを業界の用語

四国電力の計算は１８１ガル
　四国電力は原子力規制委員会の審査において、Ｍ９ク
ラスの南海トラフ巨大地震が、仮に敷地直下約４１ｋ
ｍの地点で発生しても、その最大の揺れは１８１ガル
だとし、規制委員会の了解を取りました。（この時の審査
の状況を議事録で読んでみても、記録動画を見ても、原子力規制委
員会がまともに審査した形跡はありません）

　Ｍ９の地震と言えば、前述のように地球規模の超巨
大地震です。その地球規模の超巨大地震が伊方原発敷
地直下で発生しても最大の揺れが１８１ガルだ、とす

で基準地震動と言いますが、伊方原発の基準地震動は
６５０ガルなのです。すると問題は、南海トラフ巨大
地震によって伊方原発を襲う最大地震動は６５０ガル
以内でおさまるかどうか、ということになります。
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専門家の計算は１９００ガル

　事実、伊方原発運転差止広島裁判の広島地裁におけ
る２０２４年の証人尋問で、原告側の証人である強震
動予測研究の専門家、野津厚氏（「国立研究開発法人　海上・
港湾・航空技術研究所　港湾空港技術研究所」・グループリーダー）
は M９の南海トラフ巨大地震によるもっとも強力な震
源域を伊方原発の近いところに配置し、強震動計算を
行ったところ、伊方原発敷地を襲う最大地震動は約１
９００ガルとしています。また、同じく野津氏は震源
域をより伊方原発から離れた場所に設定したケースで
も、約１０００ガルと計算しています（野津氏の震源域設
定は図４を参照のこと）。

放射能被害は地球規模の
大惨事の可能性も
　野津氏が懸念するように、このまま運転中の伊方原
発３号機が、地球規模の超巨大地震である南海トラフ
巨大地震に遭遇すれば、福島第一原発事故のような原
発事故を起こす可能性があることは誰しも否定できな
いでしょう。その際、どの程度の被害が発生するのか。
これは伊方原発３号機が炉心に抱える放射能の量、お
よびその放出比率に大きく依存します。四国電力によ
れば伊方原発３号機はセシウム１３７だけで炉心に約
３．３ ×１０１７ベクレルの放射能を蓄積しています。
言い換えればその蓄積量は３３万テラ（兆）ベクレルと
いうとんでもない数字になります。仮にこれが全量放
出されれば、１９８６年のチェルノブイリ事故や２０
１１年の福島原発事故をはるかに上回る、地球規模の
大惨事となることは確実です。そんなことは絶対にな
い、と誰も断言できないのが現実です。

る四国電力の主張は到底信頼することができません。
すると、四国電力はどうやって１８１ガルという数字
を割り出したのか、という疑問がわきます。
　四国電力は強震動予測という学問手法を使ってこの
数字を割り出したのです。強震動予測という学問は決
していい加減な学問ではありません。実際この手法を
使って構造設計の参考にしたり、発生した地震とその
地震動を検証する一学問手法として幅広く使われてい
ます。しかし、正確に最大の地震動を計算する手段と
してはまだまだ発展途上の学問手法です。言い換えれ
ば、計算においてパラメータ（変数）やレシピ（予測手法）
を変えることによって、結論を大きく変えることもで
きるのです。つまり四国電力の計算した１８１ガルと
いう数字は、自分に都合の良いパラメータやレシピを
使った、全く信頼のおけない数字だということになり
ます。

　こうしてみると野津氏の計算した数値のほうが実態
に近い、ということは直感的に納得のいくものだと思
います。また野津氏は裁判所に提出した意見書で「四
国電力は安全性が保証されていないものを安全である
と言い張るために強震動研究の成果を利用しようとし
ている。これは強震動研究の成果の利用の仕方として
は悪い利用の仕方である。」（広島新規仮処分申立人側提出書
面より）という趣旨のことを述べており、また別な意見
書では「伊方原発が福島第一原発事故のような大事故
を起こすことを懸念する」とも述べています。

【資料引用】広島地裁に提出した野津厚氏の意見書（甲B１９２号証）より

最良の防災・減災措置は
運転を止めること
　もちろん、南海トラフ巨大地震発生が不可避だとし
ても、極めて広い想定震源域のどこが震源域となるか
は誰にもわかりません。多くの識者は高知県沖や紀伊
半島沖を想定しており、むしろ伊方原発敷地直下を震
源と想定する人は少ないのが実情です。
　しかし、現に南海トラフ巨大地震想定震源域内で核
分裂の連鎖反応を起こしている、言い換えれば運転中
の伊方原発３号機が大きなリスクであることは、誰も
否定できません。南海トラフ巨大地震による被害を最
小化し、また地震被害からの復興を考えるならば、そ
の最大リスクである伊方原発の運転をとりあえず止め
ておくべきだと考えますが、みなさんはいかがお考え
でしょうか？

なお本記事を立体的に理解して
いただくためには、パンフレッ
ト「南海トラフ巨大地震と伊方
原発の危険」（２０２５年８月発
行）をご一読ください。同パン
フレットは無料で公開・配布し
ております。必要な方は下記に
お申し込みください。

て
ッ
方
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ン
し
に

【連絡先】伊方原発広島裁判事務局 
〒731-0232広島市安佐北区亀山南2-26-11
E-mail : saiban_office@hiroshima-net.org　
URL: https://saiban.hiroshima-net.org

090-7372-4608


